
山口県介護事業所ＩＣＴ導入推進事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、山口県介護事業所ＩＣＴ導入推進事業補助金（以下「補助

金」という。）の交付について、山口県補助金等交付規則（平成 18 年山口県規則

第 138 号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるもの

とする。 

 

（目的） 

第２条 この補助金は、介護事業所のＩＣＴの導入を促進することにより、介護現

場の業務の効率化及び質の向上を図ることを目的とする。 

 

（補助対象事業） 

第３条 補助金の交付の対象となる事業は、次の各号を満たす介護事業者がＩＣＴを 

導入する事業を対象とする。 

（１）対象事業所 

介護保険法に基づく指定を受け、介護給付又は介護予防給付の対象となってい 

る県内の介護サービス事業所（特定（介護予防）福祉用具販売を除く。） 

（２）補助要件 

ア 記録業務、情報共有業務（事業所内外の情報連携含む。）、請求業務を一貫 

で行うことが可能となっている介護ソフトであること。（転記等の業務が発生 

しないこと。） 

また、複数の介護ソフトを連携させることや、既に導入済みである介護ソ 

フトに新たに業務機能を追加すること等により一貫となる（転記等の業務が 

発生しなくなる）場合も対象とする。 

ただし、導入する介護ソフトについて、日中のサポート体制を常設している 

ことが確認できる製品であること。（有償、無償を問わない。） 

また、研究開発品ではなく、企業が保証する商用の製品であること。 

イ 既に介護ソフトによって一貫となっている場合は、新たにタブレット端末や 

バックオフィス業務用のソフト等を導入することのみも対象とする。 

ウ 居宅介護支援事業所、訪問介護事業所等（居宅介護支援事業所や介護予防     

支援事業所の介護支援専門員が作成する居宅サービス計画や介護予防サービ

ス計画に基づきサービス提供をするものに限る。）の場合は、「居宅介護支援事

業所と訪問介護などのサービス提供事業所間における情報連携の標準仕様」に

準じたものであること。 

２ 補助金の交付の対象となる経費は、当該年度中に係る次の各号の経費のみを対象 

とし、毎月支払を行う介護ソフトの利用料やリース費用も対象とする。 

ただし、（２）から（５）までが交付の対象となるのは、前項の要件を満たしてい

ることが前提となる。 

また、他の補助金を受ける部分については本補助事業の対象としない。 



なお、補助は原則として１事業所１回とするが、400,000 円を上限に２回目の補

助も可能とする。ただし、機器のリース代や保守・サポートに係る経費等、恒常 

的な費用は２回目以降の補助を認めない。 

（ １ ） ソ フ ト ウ ェ ア （ 標 準 仕 様 や Ｌ Ｉ Ｆ Ｅ 対 応 の た め の 改 修 経 費 を 

含む。）の購入・設置に係る経費 

（２）タブレット端末・スマートフォン・インカム等のハードウェア（ＩＣＴ技術を 

活用した生産性向上に効果のあるハードウェアに限る。パソコン・プリンターは 

対象外）の購入・設置に係る経費 

（３）バックオフィス業務（業務効率化に資する勤怠管理、シフト表作成、人事、給   

与、ホームページの作成等）用ソフトの購入・設置に係る経費 

（４）ネットワーク機器の購入・設置（通信費は対象外）に係る経費 

（５）クラウドサービスの利用料、保守・サポート費及び導入設定、導入研修、セキ 

ュリティ対策等に係る経費 

 

（補助額） 

第４条 １事業所あたり、次の各号に掲げる区分に応じてそれぞれ当該各号に定める 

額と、400,000 円を比較していずれか低い方の額とする。 

（１）次に掲げる要件のいずれかを満たす場合：補助対象経費に４分の３を乗じて 

得た額（千円未満の端数がある場合は、当該端数を切り捨てた額） 

ア ＣＳＶ連携の標準仕様を実装した介護ソフトでＬＩＦＥにデータを提供し

ている又は提供を予定していること 

イ 事業所内・事業所間で居宅サービス計画書等のデータ連携を行っている又は 

行うことを予定していること。（「データ連携」とは、既存の情報共有システム 

やデータ連携サービスを利用して、同一事業所内に加えて、異なる事業所間や 

地域の関係連携機関間においても居宅サービス計画書等のデータ連携を行っ 

ている場合を想定） 

（２）（１）以外の場合：補助対象経費に２分の１を乗じて得た額（千円未満の端数が 

ある場合は、当該端数を切り捨てた額） 

 

（交付申請） 

第５条 規則第３条第１項の規定による申請書は、補助金交付申請書（第１号様式）

によるものとし、関係書類を添えて、知事が別に定める期日までに知事に提出しな

ければならない。 

 

（交付決定） 

第６条 申請期間内に申請があったものについて、その内容を審査の上、補助金を 

交付することが適当であると認めるときは、予算の範囲内において、補助金の交 

付の決定をする。 

予算を超える申請があった場合は、広く介護事業所のＩＣＴ導入を推進する観 

点から選考する。 



（交付条件） 

第７条 規則第４条第３項の知事が付する条件は、次の各号のとおりとする。 

（１）ハードウェア（タブレット端末等）の導入にあたっては、必ず介護ソフトを 

インストールの上、業務にのみ使用すること。 

（２）個人情報保護の観点から、「医療情報システムの安全管理に関するガイドライ 

ン」を参考に、十分なセキュリティ対策を講じること。 

（３）「科学的介護情報システム（Long-term care Information system For Evidence； 

LIFE（ライフ）。以下「LIFE」という。）による情報収集に協力すること。 

（４）導入年度と翌年度に、別途県が示す方法により、導入内容・成果を報告するこ 

と。なお、報告内容は公表するものとする。 

ＩＣＴ導入に関して他事業所からの照会等に応じること。ただし、事業所職員 

や利用者の個人情報の照会に応じる必要はない。 

（５）「介護サービス事業における生産性向上に資するガイドライン改訂版（厚生労 

働省老健局）」や「居宅サービス事業所におけるＩＣＴ機器・ソフトウェア導入に 

関する手引き（厚生労働省老健局振興課）」を参考にＩＣＴを活用した事業所内 

の業務改善に取り組むこと。 

（６）補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び支出に 

ついて証拠書類を整理し、かつ当該帳簿及び証拠書類を事業が完了する日の属す 

る年度の終了後５年間保管しておかなければならない。 

（７）補助事業により取得し、又は効用の増加した価格が 30 万円以上の機械、器具

及びその他財産については、減価償却資産の耐用年数等に関する省令で定める耐

用年数を経過するまで、知事の承認を受けないで、当該事業の目的に反して使用

し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、取り壊し、又は廃棄してはならな

い。 

（８）知事の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場合には、その収 

入の全部又は一部を県に納付させることがある。 

（９）補助事業により取得し、又は効用の増加した財産については、補助事業の完了 

後においても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運用 

を図らなければならない。 

（10）補助事業完了後に消費税及び地方消費税の申告によりこの補助金に係る消費税 

及び地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合（仕入控除額が０円の場合を 

含む。）は、消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書（第２号様式）によ 

り速やかに知事に報告しなければならない。また、この補助金に係る仕入れ控除 

税額があることが確定した場合、当該仕入控除税額を県に納付しなければならな 

い。 

（11）補助事業を行うものが（１）から（11）までにより付した条件に違反した場合 

には、この補助金の全部又は一部を県に納付させることがある。 

 

 

 



（補助事業の変更承認申請） 

第８条 規則第４条の規定により補助金の交付決定を受けた者（以下「補助事業者」

という。）は、補助事業について、内容を変更しようとするときは、規則第８条の規

定によりあらかじめ事業変更承認申請書（第３号様式）を知事に提出し、その承認

を受けなければならない。 

２ 規則第８条第１項ただし書の知事が定める軽微な変更は、次の各号に掲げる変更

とする。 

（１）補助金の交付目的に反しない事業内容の変更 

（２）補助対象事業費の 20 パーセント以内の増減（増額にあっては、交付決定額の

変更を生じないものに限る。） 

 

（補助事業の中止又は廃止申請） 

第９条 補助事業者は、補助事業を中止し、又は廃止しようとするときは、規則第８

条の規定によりあらかじめ事業中止（廃止）承認申請書（第４号様式）を知事に提

出し、その承認を受けなければならない。 

 

（実績報告） 

第 10 条 規則第 11 条の実績報告書は、事業実績報告書（第５号様式）によらなけれ

ばならない。 

２ 前項の実績報告書は、補助事業が完了した日から 20 日を経過した日又は当該年

度の３月 31 日のいずれか早い期日までに提出しなければならない。 

 

（補助金の請求） 

第 11 条 規則第 12 条の規定による補助金の額の確定通知を受けた補助事業者は、補

助金精算払請求書（第６号様式）を別に定める期日までに知事に提出しなければな

らない。 

 

（補助金の交付） 

第 12 条 知事は、前条の規定による精算払請求書を受理した場合は、補助金を交付

するものとする。 

（指導監督） 

第 13 条 知事は、補助事業の実施に関して、必要に応じて検査をし、指示を行い、 

又は報告を求めることがある。 

 

（その他） 

第 14 条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、別に定

める。 

 

附 則 

 この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 


